
流域治水連絡調整会議 ～実効的なプロジェクト推進に向けた支援体制の構築に向けて～

・流域治水プロジェクトを着実に進めていくために、関係機関間の連携をより強化する。
・また、流域治水プロジェクトの検討中メニューについては、具体の取り組みに向け各種調整が必要があり、事業化
に向けた様々な課題等も生じてくることが想定される。
・以上により、東北管内１３の流域プロジェクトを実効的に進めて行くため、地方局レベルで各流域治水協議会を支
援する体制を構築する。

事業推進における課題・要望・提言等
・事業スケジュール
・事業化に向けた課題
・予算制度に関する課題

補助・制度に関する助言等
・補助事業の提案・助言
・予算制度に関する助言
・障害の取り除き等

流域治水協議会
（東北管内協議会）

連絡調整会議

■目的

各流域治水協議会構成機関が実施する「流域治水プロジェクト」の実施メニューを確実に実施するため、各省庁が連携
した財源確保に資する補助事業、制度・法令の創設・緩和等に関する連絡調整をはじめ、事業推進における課題・要望・
提言等に対する助言等を行うことを目的とする。

■構成機関（当面）
・東北農政局、東北経済産業局、東北運輸局、東北森林管理局、仙台管区気象台、東北地方整備局など

■開催頻度
・Ｒ３本格的な出水期前に設置
・以降、必要に応じて開催
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４） 流域治水プロジェクトのR3年度以降の進め方について

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らす対策

流す

堤防整備

河道掘削

雨水排水路整備 下水道事業

出す 排水機場

貯める

ダム建設

利水ダムの活用 農水・電力等

公園等貯留 法定補助

水田貯留

ため池貯留
農水による補助

貯留機能保全区
域

土地所有者への
支援検討

止める

止水壁
企業等への宅地
嵩上げ安全確保
事業補助検討

道路嵩上げ
都市防災総合推

進事業

抑制
森林整備

治山

被害対象を減少さ
せるための対策

・土地利用制限

・土地利用誘導

災害危険区域指定

浸水被害防止区域
指定

都市計画

・宅地嵩上げ

・住宅建設優遇策

宅地嵩上げ安全確
保事業補助

都市再生

区画整理等

居住・施設移転

防災集団移転

都市構造再編

二線堤整備

避難の促進

避難場所（公共施
設、公園）の整備

避難路の整備

水害リスク情報の
提供

ハザードマップ、3D
都市モデル、UDX

被害の軽減、早期
復旧・復興のため

の対策

排水強化

防災拠点

避難場所（公共施
設、盛土公園）整備

避難路、防災備蓄
倉庫、非常用通信・
情報提供施設

避難支援
避難訓練、避難
ルールの確立

事前準備 啓発活動

情報提供
ハザードマップの整
備、地域防災計画

〇体系整理イメージ

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策 ②被害対象を減少させるための対策 ③被害の軽減、早期復旧・復興
のための対策
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利水ダム等における事前放流の更なる推進
新規
事項

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［３／８ ］
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○令和２年の出水期から新たな運用を開始している事前放流の取組みを一級水系に加えて全国の二級水系にも展開することとしており、都道府県が事
前放流に伴う損失補填を行う場合に特別交付税措置を講じる。

○更に効率的・効果的に事前放流を実施できるよう、放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を推進するため、河川管理者が利水ダムの施設改良
等を主体的に行う制度を創設する。加えて、利水ダムを管理する民間事業者等が事前放流のために放流施設を整備した場合の固定資産税の特例
措置を創設する。

○また、利水ダムの事前放流の拡大を協議・推進するために、河川管理者、利水者等で構成する法定協議会を創設する。【流域治水関連法案】

○事前放流に伴う損失補填制度の拡充

・二級水系の管理者である都道府県が利水ダム等の事前放流に伴う

損失補填を行う場合に、特別交付税措置（措置率0.8）を講じる

（一級水系の都道府県所管の多目的ダムも同様）。

損失補填（特別交付税措置）

利水ダムの課題 対応例

○河川管理者による利水ダムの新たな施設整備制度の創設

・放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を行うことで大きな

洪水調節効果が期待できる場合に、河川管理者が主体的に利水ダム

の施設改良等を行う制度を創設（原則、利水ダム管理者の費用負担

なし）。

利水ダムの改造（河川管理者による整備）

河川管理者 ダムの管理者の区分 支援内容と国の負担

一級
水系

国土交通省

直轄・水資源機構
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

国土交通省
（指定区間の管理を

都道府県が実施）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

都道府県
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

二級
水系

都道府県
利水者

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

都道府県
都道府県

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

※ 災害や災害関連事業等、住民生活を維持するため支出がやむを得ないものについては、
特別交付税の措置率を0.8としている。

利水ダムの改造（税制の特例措置）

○固定資産税を非課税とする特例措置の創設

・事前放流のために利水ダムの放流施設を整備した場合に、民間事

業者等が整備する当該施設の治水に係わる部分の固定資産税を恒

久的に非課税とする特例措置を創設。 83




